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金融サービス取引を提案している4) し, 別の論文でも, 帰属金融サービスに代わる有償の金
融サービス取引を提案するとともに具体例を提示している5)。また日本の研究者の中でも帰
属金融サービスに代わる有償の金融サービス取引を提案する論稿6) もあり, 本稿ではまず内








3) 参考文献(１)邦訳45頁参照。参考文献(27)注12で筆者 (桂) も正当化に同意した。
4) 参考文献(１)邦訳8588頁参照。
5) 参考文献(４)pp. 253254, 262263参照。なお, 参考文献(４)の論文は参考文献(３)に所収されて
いる。
6) 参考文献(14), (15), (16)参照。






















るのか, あるいは第２次所得 (移転所得) であるのか, また銀行, 政府はサービス生産者と




国民経済計算, あるいは国民所得統計において金融サービス (あるいは銀行サービス) の
取扱は難問中の難問であった。その証拠として国民経済計算の世界基準であるＳＮＡにおい













8) 参考文献(５), (６), (７), (14), (15), (16)参照。




































10) 本節の内容は参考文献(12)pp. 9798 (邦訳155156頁), および参考文献(20)に依拠している。
あろうと, 両者いずれかに対する無償の金融サービスの帰属を行うことによって銀行の付加
価値ないしは利潤は, 特に銀行の利潤は53ＳＮＡと同様に68ＳＮＡにおいてもマイナスにな

























































算システムの構築を基本としているにもかかわらず, また, 利子取引に関して帰属利子, あ
るいは帰属金融サービスに代替する提案を示している16) にもかかわらず, ＩＥＡにおいて帰
属利子, 帰属金融サービスを採り入れた国民経済計算システムを公表しているのである17)。
なぜであろうか。その理由は, ＩＥＡで排除されている帰属家賃 (持家の家賃) の場合, そ
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13) 93ＳＮＡでは帰属金融サービスをＦＩＳＩＭと呼んでいるが, それは Financial Intermediation








16) 参考文献(１)邦訳8588頁参照, (４)pp. 253254, 262263参照。
17) 参考文献(１)邦訳44, 49頁参照。




























ナス預金利子で評価され, 貸出利子, 預金利子ともに貨幣取引を伴っているが, 帰属金融サ
ービスそれ自体はあくまでも非市場取引であり, 実際の貨幣取引を反映していないから, マ
クロ・ミクロリンクを可能にする実際に行われた取引を反映する国民経済計算システムは帰
属金融サービスではなく帰属金融サービスに反対する論者 (P. S.サンガ, 川口弘, 長谷部
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20) 参考文献(５), (６), (14), (15), (16)参照。
21) 参考文献(４)pp. 253254, 262263. 参照。
22) 参考文献(５), (６)参照。
付加価値計算から貸出利子が除外されることから, 銀行の売上として比較的少額の手数料収































(17) 34 頁, 292298頁参照。
24) 参考文献(20)75頁参照。
25) 参考文献(14)18頁, 参考文献(20)76頁参照。








いるのではなく, 間接金融の場合, つまり銀行の受取利子は, 銀行が預金を貸出に向ける手
渡し役ではなく, 先にも述べた預金, つまりそれだけでは少額等のゆえに直接, 貸出に向か
ない資金を貸出可能な資金に変換する, つまり直接金融のごとく受け入れ資金がそのまま借
入先に向かうのではなく, 受け入れた資金を全く別の貸出可能な資金に変換する社会的に有
用なサービスを行っており, 銀行が受け取る利子はそのサービス (非要素サービス) に対す
る対価, 売上げであり, それに対し直接金融の場合, 社債等の受取利子は社債等の資金 (要
素サービス) に対する対価である。以上のように間接金融, つまり銀行の場合, 貸付可能な
資金に変換し提供するサービスを行っており, 直接金融の場合, 資金そのものの提供が行わ















付サービスの生産者として位置づけたが, その論拠は近時の経済学者の論説28) のなかで, 銀
行が少額の資金 (預金) をプールして貸付可能な資金に変換する活動に対し, それは社会的
に (自己以外に) 有用な使用価値ないし有用効果を提供するものとして生産活動の位置づけ
を与えていることに説得力があると考えるからである。政府の場合も同様に公共サービスの
形態で社会的に (自己以外に) 有用な使用価値ないし有用効果を提供しており, それゆえ政
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を行う。ＳＮＡは, 特に68ＳＮＡは賃金所得, 利潤所得に相当する「雇用者報酬｣, ｢営業余
剰」を要素所得と見なし, それ以外の税, 社会保障給付等の再分配所得はもとより利子, 地
代等をはじめとする「財産所得」をも要素所得からの所得移転である移転所得と見なしてい
る29)。それに対し, 93ＳＮＡは賃金所得, 利潤所得に相当する ｢雇用者報酬｣, ｢営業余剰｣
に ｢財産所得｣ を加えて１次所得と見なしている30)。またアメリカの国民所得統計である











は資本, 土地に対し価値形成力を認め, 労働に賃金, 資本に利子ないし利潤, 土地に対し地








29) 参考文献(12)p. 120, 124. (邦訳189, 195頁)参照。参考文献(22)107109頁参照。
30) 参考文献(13)p. 157 (邦訳上巻177頁) 参照。参考文献(21)47頁参照。
31) 参考文献(11)p. 23, 24, 35, 52. 参照。















ての認識, を踏まえて, 帰属計算, 迂回処理を排除した完成度の高いマクロ・ミクロリンク
可能な国民経済計算システムを以下に提案したいと思う。
まず最初に我々の構想するマクロ・ミクロリンク可能な国民経済計算システムの構造を簡
単に説明しておく。国民経済計算システムの構造は部門と, 生産, 消費, 蓄積の経済循環の
各段階の経済活動を示す勘定によって提示されるが, 我々の国民経済計算システムでは今回
の帰属金融サービスの主題と関わって部門として企業部門 (銀行を除く), 銀行部門, 政府




解を容易にするであろう。まず, 企業, 銀行, 政府の各部門は生産的性格を持ち, すなわち
社会的有用労働によって価値形成が行われており, 国民所得の生産部門である。次に企業,






































る。なお, 念のために指摘しておけば, 政府生産勘定の最初の４項目, すなわち中間投入,










企 業 部 門
賃 金 (＋) 売上
支払利子 (企業へ) (－) 貸付サービス
〃 (銀行へ) (－) 中間投入
〃 (政府へ) (－) 固定資本減耗
〃 (家計へ)
企業利潤
国民所得 (企業部門の) 国民所得 (企業部門の)
＜生産勘定＞
銀 行 部 門
賃 金 (＋) 貸付サービス (企業へ)
支払利子 (企業へ) (＋) 〃 (政府へ)
〃 (政府へ) (＋) 〃 (家計へ)
〃 (家計へ) (－) 中間投入
銀行利潤 (－) 固定資本減耗
国民所得 (銀行部門の) 国民所得 (銀行部門の)
政 府 部 門
(＋) 中間投入 (＋) 中間投入
(＋) 貸付サービス (＋) 貸付サービス
(＋) 賃金 (＋) 賃金
(＋) 固定資本減耗 (＋) 固定資本減耗
(－) 中間投入 (－) 中間投入
(－) 貸付サービス (－) 貸付サービス
(－) 固定資本減耗 (－) 固定資本減耗
国民所得 (政府部門の) 国民所得 (政府部門の)
国 民 経 済 (統合生産勘定)
賃 金 (企業の) (＋) 売上 (企業の)
〃 (銀行の) (＋) 貸付サービス (政府へ)
〃 (政府の) (＋) 貸付サービス (家計へ)
支払利子 (企業から企業へ) (＋) 賃金 (政府の)
〃 ( 〃 銀行へ) (－) 中間投入 (企業の)
〃 ( 〃 政府へ) (－) 中間投入 (銀行の)
〃 ( 〃 家計へ) (－) 固定資本減耗 (企業の)
支払利子 (銀行から企業へ) (－) 固定資本減耗 (銀行の)
〃 ( 〃 政府へ)






企 業 部 門
企業利潤 企業消費支出
預金利子 (銀行から) 支払利子 (企業へ)
受取利子 (企業から) 〃 (銀行へ)
〃 (政府から) 〃 (政府へ)
〃 (家計から) 〃 (家計へ)
貯 蓄
収 入 (企業の) 支出と貯蓄 (企業の)
＜所得勘定＞
銀 行 部 門
銀行利潤 銀行消費支出
受取利子 (企業から) 預金利子 (企業へ)
〃 (政府から) 〃 (政府へ)
〃 (家計へ)
貯 蓄
収 入 (銀行の) 支出と貯蓄 (銀行の)
政 府 部 門
税 収 政府消費支出
預金利子 (銀行から) 支払利子 (企業へ)
受取利子 (企業から) 〃 (銀行へ)
〃 (政府から) 〃 (政府へ)
〃 (家計から) 〃 (家計へ)
貯 蓄
収 入 (政府の) 支出と貯蓄 (政府の)
家 計 部 門
賃 金 家計消費支出 (含貸付サービス)
預金利子 (銀行から) 支払利子 (企業へ)
受取利子 (企業から) 〃 (政府へ)
〃 (政府から) 〃 (家計へ)
〃 (家計から) 貯 蓄
収 入 (家計の) 支出と貯蓄 (家計の)
備考 1) 表Ａの各部門の生産勘定, 所得勘定は勘定項目を網羅するものではなく利子所得を中心とした勘
定内容になっていることをおこわりしておく。表Ａの解説については本文参照｡
2) 表Ａに計上されている企業, 政府の銀行への支払利子は本稿の提案からして当然, 貸付サービス
に対する支払ではなく社債, 国債に対する支払利子である｡ 本文参照｡
3) マクロ・ミクロリンク可能な国民経済計算システムはリ・ルーティング (迂回処理) を排除する
ので, 雇用者が受給する現物給与, 現物移転は ｢家計消費支出｣ に含まれず提供主体 (企業, 銀
行, 政府) の消費支出となる。それゆえ ｢家計消費支出｣ は家計が実際に消費支出した大きさの
みをあらわす。また, マクロ・ミクロリンク可能な国民経済計算システムは帰属計算を排除する
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National Accounts and Financial Service
Akimasa KATSURA
I think that national accounts should be macrodata and microdata link-oriented national ac-
counts in an era of economic inequality. I have already confirmed through my previous some pa-
pers that Ruggles IEA (Integrated Economic Accounts) is suitable macrodata and microdata link-
oriented national accounts. However, although macrodata and microdata link-oriented national
accounts should consist of actual market transaction, Ruggles IEA contains imputed financial or
bank transaction that is non-market financial transaction. In this paper, I propose my macrodata
and microdata link-oriented national accounts that introduces professor H. Kawaguti’s actual fi-
nancial transaction idea and professor M. Kohiyama’s national income distribution idea to the
Ruggles IEA. Therefore, my macrodata and microdata link-oriented national accounts presented
here is that, in addition to actual market transaction, a financial or bank service is not imputed but
valued as market lending service, i. e., as non-factor service, and that national income produced
by labor is partially distributed to the capital participating in production that has a right or entitle-
ment to appropriate surplus labor, so interest is the first distribution of national income, i. e., fac-
tor income.
